千葉市建設工事等の前金払及び部分払に関する要領

（趣旨）

第１条　この要領は、千葉市建設工事等の前金払及び部分払に関する取扱要綱（以下「要綱」という。）の細則を定めるものとする。

（前金払の対象）

第２条　要綱第２条に定める要件を備えるものとは、次のとおりとする。

	区　　　　　分
	１件の設計金額

	建設工事
	300万円以上

	測量、建設コンサルタント

及び地質調査
	300万円以上


（前金払の範囲及び割合）

第３条　要綱第３条に基づく前金払の範囲及び割合は次のとおりとする。

	範　　　　　　　囲
	割　　　　　　　合

	（建設工事）

当該建設工事の材料費、労務費、機械器具の賃借料、機械購入費（当該建設工事において償却される割合に相当する額に限る。）、動力費、支払運賃、修繕費、仮設費、労働者災害補償保険料及び保証料に相当する額として必要な経費
	　請負代金額の４０％以内

ただし、現場管理費及び一般管理費等のうち当該工事の施工に要する費用に充てられる前払金の上限は、前払金の100分の25とする。

	（建設コンサルタント及び地質調査）

当該建設コンサルタント及び地質調査の材料費、労務費、外注費、機械購入費（当該建設コンサルタント及び地質調査において償却される割合に相当する額に限る。）、動力費、支払運賃及び保証料に相当する額として必要な経費

（測量）

当該測量の材料費、労務費、外注費、機械器具の賃借料、機械購入費（当該測量において償却される割合に相当する額に限る。）、動力費、交通通信費支払運賃、修繕費及び保証料に相当する額として必要な経費
	　委託料の３０％以内


２　継続事業に係る前項の規定の適用については、同項中「請負代金額」又は「委託料」とあるのは「当該会計年度の出来高予定額」とする。

３　前項の規定にかかわらず継続事業のうち市長が必要があると認めたものは同条第１項を適用する。

４　第１項の規定にかかわらず、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の１０第１項及び第１６７条の１０の２第２項の規定により、予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者が当該入札価格によって当該契約の内容に適合した履行がされないおそれがあるか否かの調査（以下「低入札価格調査」という。）の結果、当該調査の対象者と契約を締結しようとする場合は、別に定める割合を適用するものとする。

（前払金の追加払）

第４条　要綱第８条に定める変更後の契約金額が当初の契約金額の１．５倍以上になる場合における前払金の追加額は、変更後の契約金額を基礎に前条第１項の表に定めた割合を適用し得た額から当初の前払金を控除して得た額とする。

２　要綱第８条に定める継続事業にあっては、当該会計年度における変更後の出来高予定額が当該会計年度における当初の出来高予定額の１．５倍以上になる場合における前払金の追加額は、当該会計年度における変更後の出来高予定額を基礎に前条第１項の表に定める割合を適用して得た額から当該会計年度における当初の前払金を控除して得た額とする。
（前払金の使途）

第５条　要綱第１０条に定める前払金の使途は、第３条第１項の表に定める範囲の経費とする。

（中間前金払の対象）

第６条　要綱第１１条に定める要件を備えるものとは、次のとおりとする。

	区　　　　　分
	１件の設計金額
	設 計 工 期

	建設工事
	300万円以上
	６０日以上


（中間前金払の範囲及び割合）

第７条　要綱第１３条に基づく前金払の範囲及び割合は次のとおりとする。

	範　　　　　　　囲
	割　　　　　　　合

	（建設工事）

当該建設工事の材料費、労務費、機械器具の賃借料、機械購入費（当該建設工事において償却される割合に相当する額に限る。）、動力費、支払運賃、修繕費、仮設費、労働者災害補償保険料及び保証料に相当する額として必要な経費
	　請負代金額の２０％以内

　ただし、中間前払金を支出した後の

前払金の合計額が請負代金額の６０％

を超えてはならないものとする。


２　継続事業に係る前項の規定の適用については、同項中「請負代金額」とあるのは「当該会計年度の出来高予定額」とする。

３　前項の規定にかかわらず継続事業のうち市長が必要があると認めたものは同条第１項を適用する。

（中間前払金の追加払）

第８条　要綱第２０条に定める変更後の請負代金額が当初の請負代金額の１．５倍以上になる場合における中間前払金の追加額は、変更後の請負代金額を基礎に前条第１項の表に定めた割合を適用し得た額から当初の前払金を控除して得た額とする。

２　要綱第２０条に定める継続事業にあっては、当該会計年度における変更後の出来高予定額が当該会計年度における当初の出来高予定額の１．５倍以上になる場合における中間前払金の追加額は、当該会計年度における変更後の出来高予定額を基礎に前条第１項の表に定める割合を適用して得た額から当該会計年度における当初の中間前払金を控除して得た額とする。

（中間前払金の使途）

第９条　要綱第２２条に定める中間前払金の使途は、第７条第１項の表に定める範囲の経費とする。

（部分払の対象）

第１０条　要綱第２３条に定める要件を備えるものは、次のとおりとする。

	区　　　分
	１件の設計金額
	設 計 工 期
	備　　　　考

	建　　　築
	1,000万円以上
	１２０日以上
	管工事、電気工事を含む

	建築以外の建設工事
	5,000万円以上
	１５０日以上
	


（部分払の回数）

第１１条　要綱第２６条に定める部分払の回数は、原則として１会計年度１回とする。

２　継続事業に係る前項の規定については適用しないことができる。
（継続事業に係る前金払等の取扱い）

第１２条　継続事業に係る前金払、中間前金払又は部分払は当該年度の予算の範囲内でこれを行うものとする。
（前払金等の端数計算）

第１３条　前払金、中間前払金及び部分払金に1,000円未満の端数があるときは、これを切り捨てるものとする。

（協　議）

第１４条　この要領により難い事由があるときは、工事担当部長又は委託担当部長は資産経営部長と協議するものとする。

　　
　附　則

１　この要領は、平成３年４月２０日から施行する。

２　この要領の施行前に締結した契約については、なお、従前の例による。

　　　附　則

この要領は、平成２０年１１月１日から施行する。ただし、この要領による改正後の規定は、この要領の施行の日以降に、入札公告又は指名通知を行う対象工事に適用する。
附　則

この要領は、平成２１年４月１日から施行する。ただし、この要領による改正後の規定は、この要領の施行の日以降に、入札公告又は指名（見積）通知を行う対象工事に適用する。
附　則

この要領は、平成２３年４月１日から施行する。ただし、この要領による改正後の規定は、この要領の施行の日以降に、入札公告又は指名（見積）通知を行う建設工事等に適用する。
附　則

この要領は、平成２４年４月１日から施行する。

附　則

この要領は、平成２６年４月１日から施行する。ただし、この要領による改正後の規定は、この要領の施行の日以降に、入札公告又は指名（見積）通知を行う建設工事等に適用する。
附　則

この要領は、平成２８年１１月１日から施行する。ただし、この要領による改正後の規定は、この要領の施行の日以降に、入札公告又は指名（見積）通知を行う建設工事に適用する。
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